
1 

仕様書 

自動車・蓄電池部 

１．件名 

 戦略的イノベーション創造プログラム（ＳＩＰ）第３期／バーチャルエコノミー拡大に向けた基盤技術・

ルールの整備／バーチャルエコノミーにおける社会実装に向けた戦略検討、グローバルベンチマーク調査及

び提供財の社会実装への取組提言 

 

２．背景・目的 

 ＮＥＤＯでは、「戦略的イノベーション創造プログラム（ＳＩＰ）バーチャルエコノミー拡大に向けた基盤

技術・ルールの整備 社会実装に向けた戦略及び研究開発計画」※１（以下「戦略及び計画」という。）に則

り、戦略的イノベーション創造プログラム（ＳＩＰ）第３期「バーチャルエコノミー拡大に向けた基盤技術・

ルールの整備」（以下「ＳＩＰバーチャル」という。）を実施している。 

 ＳＩＰバーチャルは、Society5.0実現に向けたバックキャストにより社会的課題の解決や日本経済・産業

競争力にとって重要な課題を設定し、基礎研究から社会実装を見据えて一気通貫で推進する戦略的イノベー

ション創造プログラム（ＳＩＰ）第３期（以下「ＳＩＰ第３期」という。）の１４課題のうちの一つであり、

ミッションとして「サイバー空間からフィジカル空間への価値還流を通じて豊かな暮らしを実現するととも

に、1.6兆円規模の国内バーチャルエコノミー圏を創出すること」を目指している※２。同ミッション実現に

向け、個々の技術開発に留まらず、制度の整備や人材育成、事業展開や社会的受容性の向上など、社会実装

を実現することに重点を置いている。そのため、ＳＩＰバーチャルでは社会実装を効果的に進める取組とし

て、スケール別のユースケースを中心に取り扱うサブ課題Ａ（人スケール）・サブ課題Ｂ（都市スケール）

と、スケール横断で推進すべきサブ課題Ｃ（サービスインフラ等による環境整備）・サブ課題Ｄ（人材育成

等）を設定し、同課題構成に則り採択された各実施者※３がユースケースの社会実装に向けた研究開発を推進

している。 

 サブ課題Ａ：身体性インターバース技術 

 サブ課題Ｂ：インターバース活用スマートシティ 

 サブ課題Ｃ：インターバース・サービスインフラ 

 サブ課題Ｄ：インターバース人材育成 

その上で 2026 年度は、本課題の実施期間である 2023 年度～2027 年度の 4 年目にあたり、プロジェクト

終了後の社会実装を実現していくための戦略見直しの重要な年度となる。本調査では、課題のミッションで

あるバーチャルエコノミー圏 1.6兆円規模の市場形成に向けて、ＳＩＰバーチャルの実施者のこれまでの研

究開発及び社会実装に向けた取組状況をヒアリングし、市場展開に向けたシナリオの整理／戦略検討、また

その前提となるグローバルベンチマーク調査、及び最終年度に向けた提供財の社会実装への取組の提言を実

施する。 

なお本調査結果は、ＳＩＰ第３期の関連委員会報告への補足資料にも活用することがある。 
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※参考資料 

※１戦略的イノベーション創造プログラム（ＳＩＰ）バーチャルエコノミー拡大に向けた基盤技術・ルールの整

備 社会実装に向けた戦略及び研究開発計画（令和８年６月４日 内閣府科学技術・イノベーション推進事

務局） 

https://www8.cao.go.jp/cstp/gaiyo/sip/sip_3/keikaku/12_virtualeconomy.pdf 

※２ＳＩＰ第３期各課題の概要（令和６年１２月６日 内閣府 科学技術・イノベーション推進事務局） 

https://www8.cao.go.jp/cstp/gaiyo/sip/sip_3/241206gaiyo.pdf 

※３「戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）第 3期／バーチャルエコノミー拡大に向けた基盤技術・ルー

ルの整備」に係る実施体制の決定について（２０２３年１０月６日 ＮＥＤＯ） 

https://www.nedo.go.jp/koubo/CD3_100340.html 

※４「戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）第3期／バーチャルエコノミー拡大に向けた基盤技術・ルー 

ルの整備／ユースケース単位の体験価値・市場規模マーケティング調査」に係る実施体制の決定について

（２０２５年１０月３日 ＮＥＤＯ） 

https://www.nedo.go.jp/koubo/DA3_100346.html 

 

３．内容 

 以下の社会実装を想定した各ユースケースの提供する体験価値と市場規模、実現可能性のマーケティング

調査に向け、（１）～（３）の項目を実施する。なおＳＩＰバーチャルで 2025年度に実施した「ユースケー

ス単位の体験価値・市場規模マーケティング調査」※４を参考にし、2025年度の調査で提示された体験価値、

市場規模、実現可能性についての更なる深掘り、肉付けや追加調査、一部未実施の市場展開戦略検討支援を

行うとともに、昨年来の市場や環境の変化を念頭に、市場展開戦略、ビジネス強度計画向上施策の再整理、

2027年度に向けた提供財の社会実装への取組の提言を実施する。更に対象とする実施者・領域を絞り込んで

グローバルベンチマーク調査を実施する。 

表：2025年度に調査した実施先と調査実績 

 

（１）バーチャルエコノミーにおける社会実装に向けた戦略検討、グローバルベンチマーク調査 

①実施者の市場展開に向けた現状シナリオの再整理、市場展開/ビジネス強度計画向上戦略の策定 

 ＳＩＰバーチャルにおいて各実施者が社会実装を想定している体験価値と市場規模、実現可能性

https://www8.cao.go.jp/cstp/gaiyo/sip/sip_3/keikaku/12_virtualeconomy.pdf
https://www8.cao.go.jp/cstp/gaiyo/sip/sip_3/241206gaiyo.pdf
https://www.nedo.go.jp/koubo/CD3_100340.html
https://www.nedo.go.jp/koubo/DA3_100346.html
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を第三者から見て分析・判断すべく、必要に応じて各実施者の社会実装計画とその進捗の確認や意

見交換を行い、現状把握を行う。その上で 2025年度調査・戦略策定において調査不足、未策定があ

れば、2025年度の調査スキームを踏襲しつつ、追加調査を実施する。2025年度の技術レイヤー分析

手法を踏襲し、市場展開戦略のインプットの一つとして活用の上、想定対応策を整理する。追跡ヒ

アリング箇所があれば合わせて行い、これらを踏まえて市場展開/ビジネス強度計画向上戦略を策定

する。 

なお、実施者及び関連する情報（連絡先や研究開発内容など）の取り扱いについては、秘密情報

等の管理に係る特別約款に準ずる。 

 

② グローバルベンチマーク調査及びアクションアイテムの整理 

実施者毎の研究開発状況を踏まえ、ＰＤやＳＰＤと相談の上、ベンチマーク調査の対象とする実

施先・領域を絞り込んで、市場・競合プレイヤーの把握、グローバル市場の動向、課題とアクショ

ンの抽出を行う。なお以下に技術領域の例を示す。 

【最新の市場動向ポイント例】 

・AIロボティクス、フィジカル AI  

 

③調査結果に基づく実施先への報告と意見交換・助言 

調査結果を各実施者に対して個別に報告すると共に、各実施者が想定するユースケースの提供する

体験価値と市場規模、実現可能性について意見交換・助言を行うこと。なお、意見交換・助言は各実

施者と１～２回程度行うものとし、ＰＤ・ＳＰＤが指定した様式に則って実施者が作成する以下の項

目を含む資料を基に実施することとする。 

※実施者が作成する資料の記載事項 

（ａ）２０３０年度を目途とした社会実装計画記載事項 

 提供する体験価値 

提供する製品/サービス 

製品/サービスの想定ユーザーセグメント・市場 

 ターゲットとする市場規模 

 実現可能性 

事業体制・計画 

ビジネスモデル 

社会実装出口個別のオープン・クローズ戦略や事業拡大戦略、競合戦略 

（ｂ）（ａ）を目指したＳＩＰ第３期最終年度（２０２７年度）に向けた記載事項 

 ＳＩＰ終了時の社会実装までに必要な要素 

※技術・事業・制度・社会的受容性・人材育成の５つの観点から記載する。 

 

（２）ユースケースのマーケティング調査に基づく戦略及び計画への提言・報告会の実施 

 （１）で実施した社会実装に向けた戦略検討、グローバルベンチマーク調査結果に基づき、ＰＤやＳＰ

Ｄ、ＰＭ、ＮＥＤＯ等の方針を踏まえた戦略及び計画における各実施者の方針等に関して提言を取りまと

める。 

 調査の結果および取りまとめた提言について１０月下旬に対面又はオンラインでの中間報告会をＳＩ

ＰバーチャルのＰＤやＳＰＤ、ＰＭ、ＮＥＤＯに対して実施すること。また同中間報告会やＳＩＰ第３期
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の関連委員会等の指摘を反映し、実施者も加えて１２月中旬に対面又はオンラインでの最終報告会を実施

すること。同最終報告会での指摘を反映し、本調査報告書を作成すること。 

 

 

（３）定期的な意見交換の実施 

 （１）～（２）の実施に際し、方針等について定期的に（少なくとも月１回以上）ＳＩＰバーチャルの

ＰＤやＳＰＤ、ＰＭ、ＮＥＤＯ等と意見交換を実施する。また、ＳＩＰバーチャルの実施先や事務局関係

者と連携の上、本業務に取り組むこと。 

 

４．調査期間 

ＮＥＤＯが指定する日から２０２６年１２月２８日まで 

 

５．予算額 

１，８００万円以内 

 

６．報告書 

提出期限：２０２６年１２月２８日 

提出方法：ＮＥＤＯプロジェクトマネジメントシステムによる提出 

提出に当たっては、以下の URL に掲載している「成果報告書・中間年報の電子ファイル提出の手引き」

に従うこと。 

https://www.nedo.go.jp/itaku-gyomu/manual.html 

なお、上記調査に係る詳細内容をまとめ、ＮＥＤＯ担当者に電子ファイルで提出すること。 

 

７．報告会等の開催 

委託期間中及び委託期間終了後に、成果報告会における報告を依頼することがある。 

以上 

https://www.nedo.go.jp/itaku-gyomu/manual.html

